
令和７年度森林づくり県民税活用事業について 
   林務部  

 
〈R７予算のポイント〉 

第４期森林税の３年目として、各取組を更に加速化し目標達成に向け必要な額を計上 
 

○ 森林の若返り促進のため、地域課題を踏まえた支援に継続的に取り組み、全県の   
再造林を推進 

 
○ 県産材の利用の拡大に繋げるため、JAS材等を活用する取組を積極的に支援 
 
○ 林業の認知度向上や就業前体験等の支援により、新規就業者の確保や裾野の拡大に 

向けた支援を強化 
 
○ 野生動物による被害防止のための緩衝帯整備や病害虫による枯損木のバイオマス  

利用などに係る市町村の取組の支援 
 
 

１ 予算額 
 

817,751千円（基金繰入金）（前年度当初予算額 768,584千円）前年度比 106％ 
 

（内訳）                              （単位：千円） 
使途の柱 R7予算額 R6予算額 増減額 

Ⅰ 森林の若返り促進と安全・安心な里山
づくり 

386,635 330,780 55,855 

Ⅱ 森や緑、木のぬくもりに親しむことの
できる環境づくり 

156,186 153,162 3,024 

Ⅲ 森林・林業活動に取り組む多様な人材・
事業体への支援 

59,022 60,766 △1,744 

Ⅳ 市町村と連携した森林等に関連する 
課題の解決 

208,780 215,350 △6,570 

Ⅴ 普及啓発、評価検証 7,128 8,526 △1,398 

計 817,751 768,584 49,167 
 

２ 主な事業 

（１）信州の森林づくり事業（人工造林・初期保育の嵩上げ）等 
主伐・再造林等の加速化を図るため、人工造林や初期保育への支援のほか、作業の 
省力化、植栽木の食害対策等に対して支援  

◆ 予算額     244,860千円 
 

（２）木造・木質化支援事業 

広く県民が利用する施設や子どもの居場所の県産材を活用した木造・木質化等を支援

◆ 予算額      62,000千円 
 

（３）多様な林業の担い手確保育成事業 
小規模林業事業者等の人材確保に係る支援、他産業からの受入に係る支援 など 

◆ 予算額         20,768千円 
 

（４）市町村森林整備支援事業 
緩衝帯の整備や森林病害虫の被害対策などの地域課題解決の取組に対して支援 

◆ 予算額        166,300千円 

参考資料５ 
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補助率：10/10 （国庫及び一財 7/10、森林税 3/10） ・森林税：11.3億円（５年間）※標準的な経費に対する補助率※

主伐・再造林の加速化（森林づくり推進課） Ｒ７当初予算額（案） 805,300千円

現
状

計画的な主伐・再造林の推進により、今後10年かけて80年サイクルで更新する仕組みを構築するため、以下の取組を実施

○再造林やその後の初期保育に必要な標準的な経費を全額支援することで、森林所有者の負担軽減を図る

○架線を使用した資材運搬の経費支援のほか、再造林や初期保育の経費軽減につながる林地残材の搬出支援

○ニホンジカ等の食害から植林後の苗木を守るため「わな」の見回り、併せて行う機器やシカ柵の点検等への活動経費を支援

⇒ ５年後の（R9）の再造林面積を年間1,000haとする（R７再造林目標面積680ha）

課
題

■地域によっては地形が急峻で森林作業道の開設が困難であること等から、その進度に地域差が生じている

■主伐・再造林等実施後の林地残材は、災害時に河川閉塞を及ぼす危険性があり、その後の植栽や保育作業にも支障が生じている

■ニホンジカ生息密度が高い地域では捕獲等の対策が追い付かず、植栽木が食害を受け、森林の更新に支障が生じている

再造林面積の目標、実績
（単位：ha）

主伐・再造林の確実な推進に向け、課題に対応するための事業を実施
➢ 【継続】（1）長野県主伐・再造林推進ガイドラインに基づく再造林とその後の下刈り等に必要な標準的な経費を全額支援（230,760千円）
➢ 【継続】（2）地形が急峻で森林作業道の開設が困難な地域において、架線の架設撤去や、保育等に係る機械経費を支援（12,000千円）
➢ 【拡充】（3）再造林の省力化、枝条の流出により土砂災害を未然に防止するため、伐採時に発生する林地残材等を搬出する経費を支援
➢ 【継続】（4）ニホンジカ等の食害から苗木を守るため「わな」の見回り、併せて行う機器やシカ柵点検等の活動経費を支援（2,100千円）

Ｒ７当初予算額 805,300千円
（うち森林税 244,860千円）



（再造林の加速化のうち 再造林省力化モデル推進事業）

➢ 地形が急峻で森林作業道の開設が困難な地域において、「空の道」とも言われる架線を活用した主伐・再造林及び
保育等に係る経費を支援

○ 補助率等
・事業主体：市町村、森林組合、生産森林組合、ＮＰＯ法人、森林所有者 等
・補 助 率 ：定額、９／10

：架線の架設・撤去に係る支援、自走式下刈り機等のリース支援 3,000千円
・事業目標：再造林面積 580ha（2025年度）

○ 南北に広い県内は地域によっては、地形が急峻で森林作業
道の開設が困難であることから、主伐後の再造林等の推進
に地域差が生じている

○ 主伐時に搬出されなかった枝条等が林地に残され、有効活
用されず、再造林の際、植栽の支障となっている

○ 再造林が進んでいる地域では、下刈り等の保育作業が担い
手不足により、再造林に支障が生じている

２ 取組内容

○架線を活用した資材運搬等により再造林の効率化
○架線を活用した全木集材による資源の有効活用

架線等を活用し、一貫作業による主伐から再造林までの実施及び再造
林に必要な苗木、資材等を運搬を行う場合、架線の架設に係る標準的な
経費の一部を支援

併せて架線で苗木等を運搬し省力化

全木集材による資源の有効活用

○自走式下刈り機や苗木運搬機械等による省力化・労務軽減化
植栽・下刈り等の省力化に資する自走式下刈り機等のリース料の一部を

支援

リース支援対象機械の一例（乗用下刈り機）

人力からの転換による
省力化

１ 主伐・再造林を進める上での課題

地域別再造林面積（Ｒ４）

課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
県
内
で
モ
デ
ル
的
に
実
施

条件が悪い地域

下刈りは植栽木の育成に必須
炎天下の作業で重労働（離職の原因）

条件が良い地域

新 R６当初予算額 10,000千円
R７当初予算額（案） 12,000千円

Ｒ６実績（見込）
・架線系 7箇所
・リース支援２箇所

Ｒ７当初予算額（案） 805,300千円
（森林づくり県民税） 12,000千円



木造・木質化支援事業

新技術を活用した大規模な商業施設等における木造化に対する補助上限を引上げ

県
民間事業者・

団体 等
支援

事業実績（Ｒ５：７件）

＜補助上限＞

30,000千円

（先駆的）
5,000千円

多くの県民が利用し、木の良さが伝わる建築物等の木造化・木質化を支援
（施設の具体例）飲食店、商業施設、観光施設、医療施設、福祉施設等

➢ CLTや耐火集成材、接着重ね梁などの新技術やJAS 構造材等を活用して施設を整備するもの
➢ 補助額が10,000千円を超える場合は「建築物木材 利用促進協定」を締結

建築物への支援（非住宅）

【事業概要】

○ 事業主体 ：民間事業者・団体 等

○ 補助率（上限額）：１/２ 以内

（30,000千円以内/１件）

【事業イメージ】

保育園（ころぽっくるこども園 長野市）
・施設の外壁、ベランダ床の木質化
・使用木材：スギ、ヒノキ

【イメージ】

協定について

「建築物木材利用促進協定」とは事業者等が国⼜は地方公共団体
と協働・連携して木材の利用に取り組むことで、地域材の利用を
促進し、川上から川下が連携した木材の安定的な供給体制の構築
を図るものです。

拡充

木造・木質化支援事業（県産材利用推進室）
（あたりまえに木のある暮らし推進事業）

R７当初予算額 62,000千円

内 容



県

ネットワーク
運営委託

２．創業支援・活動支援等 4,466千円

３．森林の利活用を導く人材の育成 5,335千円

１．推進体制の構築 3,621千円

【
森
林
ベ
ン
チ
ャ
ー
ス
ク
ー
ル

】

創業・活動
支援委託

人材育育成
業務委託

人材の交流

情報交換、相談窓口の設置、共同研究等

信州森林サービス産業推進
ネットワーク

・事業者
・市町村
・利用者 等

加入

・相談
・支援策

（利用相談、ネッ
トワーク運営、創
業相談等）

支援策等の
情報提供

専
門
家
に
よ
る
助
言
・
指
導

交流会 創業セミナー

アイディアコンペ

マッチング

人材育成研修

創業支援
創業セミナー

森林空間の整備、林内施設等の整備 14,900千円
（森林整備9/10、施設整備1/2）

森林を活用した環境教育等 6,500千円
（森林整備9/10、活動経費10/10）

企業との連携による森林づくり 1,142千円
（森林の里親促進事業）

４．森林空間の整備と森林の利活用

ガイド育成

交流会

・森林サービス産業に関心のある事業者、地域同士の交流を促進

・ネットワークを通じた、人材育成（森林ベンチャースクール）、
伴走支援、補助制度により地域の取組を後押し

・プラットフォームにより、支援施策や地域の活動等の情報を
積極的に発信

●森林利活用地域コーディネーターの育成

●森林の癒しガイド人材の育成

●里山利活用人材の育成
コーディネーター育成

創業支援
“ 新たに森林サービス産業に取り組む

スタートアップを支援 ”

・補助率：10/10、最長２年間、
・補助上限100万円
・新分野の事業からの参入（第二創業）可
・補助金受給後２年以内に創業・第二創業
・補助経費
（人件費､謝金･旅費､需用費､委託費(ソフト)等）

・他事業との併給不可
・県の森林サービス産業推進への協力を条件

森林サービス産業総合対策事業（信州の木活用課） R７当初予算額 35,964千円

➢ 「信州森林サービス産業推進ネットワーク」を通じて、森林の健康、教育、観光等の分野での活用に向け、様々な支援策の
情報発信や相談対応を行うとともに、創業時の支援や活動支援、人材育成等の地域の課題に対応

情
報
発
信

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム



➢主伐再造林の推進など、ゼロカーボン実現や林業振興のための森林整備を支える林業人材を着実に確保・育成するため、林業
労働力関連施策を拡充
➢これまでの施策に加え、 「林業の仕事」を知り「自らの適性」を把握するための就業前体験への支援や、移住・転職者への新
規就業支援金等の対象の拡充、多様な人材が働きやすい就労環境の整備など、 効果的に施策を講じることで、全国から人が集
まるような働きやすい林業県づくりを推進

②保育従事者の確保①新規就業者の確保 ③多様な担い手の確保

転職・移住者等への支援金給付等 25,792千円

 他県から移住して就業した際の支援金(60万円or100万円)

<働いていない人やフリーター等を対象者に追加>
<全ての市町村を対象に拡充>

 林業への新規参入者に対する支援金（10万円/人）
<働いていない人やフリーター等を対象者に追加>

 先輩就業者への相談体制の構築

林業人材の確保・育成（信州の木活用課）

拡

Ｒ７当初予算額 115,623千円
（うち森林税 20,768千円）

就業希望者へのセミナーの開催等 7,198千円

保育従事者新規雇用支援 12,436千円 多様な林業の担い手確保支援 13,898千円拡

 新規就業者に必要な機械等に対する事業者への準
備金（10万円/人）

 労働安全衛生対策（1/2）、福利厚生（1/3）の支
援
<労働安全衛生対策の支援を毎年に拡充>

 新規参入資格取得支援

 外国人材就業検討
<受入れに向けたより実践的な研修会等の開催>

 中学校の職業体験、イベント開催等認知度向上

【拡充なし】
 保育従事者の確保のため林業従事者が前年度から増
加した際の奨励金
（12万円/月（最長３ヶ月分））

 新規採用者に対する資格取得補助

保育従事者のマッチング 7,081千円

 保育従事者を雇用する事業者と素材生産事業者の
圏域を越えたマッチング

 主伐・再造林を推進するための専門的な見地から
の指導・助言

・一人多役の働き方の推進
<コーディネータの配置＞

⑤定着促進

持続的な林業経営支援 7,320千円

就労条件の整備 16,501千円

【拡充なし】
 退職金共済掛金、特殊健康診断、
蜂アレルギー検査等補助（1/3）

安全対策の強化 13,036千円

 労働安全衛生対策の支援（1/2）
<支援を毎年に拡充>

 巡回指導、安全講習、指導者の育成

拡

令和７年度重点施策

A

B

（ ：事業の対象者（次ページ））CB

BABA

【拡充なし】
 創業に必要な機械等の導入（1/2）
 上記のほか制度資金による設備、
運転資金の支援

④創業チャレンジの応援

創業による新規事業展開支援 6,000千円

B

【拡充なし】
 共同就職説明会(年２回)、林業セミナー（年６～７回）

【拡充なし】
 キャリアモデルの作成
（優良モデルの分析や紹介）

 経営力、生産性の向上
（スキルアップ講座）

専門人材の育成【再掲】1,471千円

【拡充なし】
 リカレント教育プログラムの研究、
開発

新たな働きの創出【再掲】1,320千円

 働く場の創出、セミナー開催
<新たな働き方の仕組みを構築>

新

木曽谷・伊那谷フォレストバレー
A Ｂ Ｃ

A

兼業及び就業前体験受入れ支援 3,570千円

 兼業、林福連携、林業就業体験の受入れ支援
<インターンシップ等の林業就業体験を対象に追加>
<体験者の交通費及び宿泊費の支給を追加>

拡

拡

森林税活用事業



林業の中核的担い手

➢ 林業就業者の確保に向け、裾野の拡大から就職、就業後の定着促進に至るまで、各段階での体系的かつ
総合的な支援策を措置

➢ これにより、ここ４年増加傾向にある林業就業者について、新規就業者120人/年を確保し、主伐・再造林
を推進（５年間で最大100人の増員（就業者1,500人→1,600人）を目指す）

規模：大

192

意欲と能力のある
林業経営者
57

育成経営体
40

その他の事業体
95

林
業
事
業
体

林業の中核的担い手
（森林組合、素材生産事業者等）

多様な林業の担い手
（自伐型林業、個人事業主等）

森林の利活用人材
森林・林業の理解者

新規就業者120人/年
（過去５年平均約100人/年）

■情報の収集
・林業セミナー（年6～7回）
・林業前研修
・現場見学会（年数回）

林家、地域リーダー、他分野事業者等

森林に関心を持つ者
（就業希望者や学生等、移住者を含む）

就業意欲の喚起

人材の確保・育成

相互連携

事業体（就業者）の構造

Ⓐ

Ⓑ

©
林業人材の育成
イノベーション

森林・林業を学びたい者、
起業を考えている者等

Ⓓ

R５：1,533人（R４：1,501人、R３：1,499人）

1,131人

402人

■就職先とのマッチング
・共同就職説明会（年２回）・就業相談
・一人多役 ・就業前体験

【
個
人
向
け
】

【
事
業
者
向
け
】

■転職・移住支援
・ｷｬﾘｱｽﾀｰﾄ（新卒・転職）10万円/人
・移住支援60万円or100万円/人

■相談体制の構築
・先輩就業者の相談窓口の設置

多様な林業の担い手

■多様な林業の担い手対策
・就業準備金
・兼業、林福連携支援
・安全福利厚生対策
・起業・創業支援

■新規就業者の育成（緑の雇用）
・就業準備金
・研修費用・指導者130～140万円/人

■就業環境の整備
・退職金共済加入等福利厚生の充実
・安全装備

■スキルアップ
・スマート林業、高性能林業機械

拡

拡

拡

■保育従事者の確保・新規就業者の確保
・圏域や産業の枠を越えた労働力のマッチング、新規雇用の奨励、資格取得支援

A B

裾
野
の
拡
大

■林業の認知度の向上
・森林環境教育、学校林の活用等

・中学生の職業体験、高校生体験研修

・イベント、森林・林業体験

・林業就業等の情報発信

■木曽谷・伊那谷フォレスト
バレーの形成

・運営協議会の運営

・メインプロジェクトの実施

（高度専門人材育成プロジェクトほか）

・関連プロジェクトへの補助 ■地域人材の育成
・コーディネーター、地域リーダー育成

Ｄ

Ｄ

Ｃ

就
業
準
備
・
支
援

就
業
後
（
定
着
促
進
）

林業事業体への就職

■林業労働安全の強化
・安全巡回指導、安全装備、指導者の育成等

共
通

■将来像の提示・定着促進
・キャリアモデルの作成

林業人材の確保・育成（就業に係る各段階での支援策等）

他産業からの転職（約６割）
県外からの移住 （約３割）

目標：

特徴： が多い

■外国人材就業検討
・受入れ体制の整備

Ｄ

A B

A

B

拡

拡

拡



➢ ライフライン沿いの危険木の伐採や森林外等の国庫補助対象外の病害虫被害対策など、地域の課題解決に向けた市町村による
森林整備の取組を支援

➢ 令和６年度のツキノワグマによる人身事故や目撃状況を踏まえ、市町村による「緩衝帯の整備」を積極的に支援し、野生鳥獣
による被害防止のための森林整備を加速化

市町村森林整備支援事業（森林政策課） R７当初予算額 166,300千円

区分 事業内容（補助率）
R7

予算額
（案）

R6
予算額

R7事業目標
（５年間）

ライフ
ライン等
の保全対策

○ライフライン等保全の
ための支障木の伐採
（9/10以内）

40,000
千円

63,000
千円

20箇所

(150箇所)

観光地の
景観整備

○観光地の魅力向上に
向けた森林整備
（9/10以内）

24,300
千円

24,300
千円

20箇所

(100箇所)

緩衝帯の
整備

○野生鳥獣による被害
防止のための森林整備
（9/10以内）

28,000
千円

28,000
千円

35箇所

(100箇所)

森林の
病害虫
被害対策

○病害虫被害による
枯損木の有効活用
（9/10以内）

○森林外や未被害市町村
での被害木処理等
（1/2以内）

74,000
千円

60,000
千円

3,600㎥

(15,400㎥)

支障木等の伐採

実施前 実施後

実施前 実施後

枯損木の活用 被害木の処理


